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フランスにおける行刑行政訴訟の検討に向けて
99
化された制度に関する行政裁判所の統制・行政判例の現状と裁判統制の実効
性、身体検査に関しての法の直接的影響を射程に入れた身体検査をめぐる行
政裁判所の裁判統制・行政判例の現状と裁判統制の実効性、移送に関し揺れ
動くとされている行政裁判所の裁判統制・行政判例の現状と裁判統制の実効
性、隔離をめぐる行政裁判所の統制の現状・実効性、急速審理手続による救
済の現状・実効性、懲罰をめぐる不服申立・行政裁判所の裁判統制の現状と
実効性、法による急速審理手続による救済への影響を射程に入れた急速審理
手続による救済の現状・実効性、被収容者の権利自由の保障と関わって、デ
クレ対する行政裁判所の統制の現状とその統制の実効性、についての具体的
検討の必要性を確認した。
　これらの点に関する具体的な検討を射程に入れた、行刑行政に対する裁判
統制の現状とその実効性の検討（言うところの「深化」の検証）が次稿の課
題である。
〔本稿は、平成27年度専修大学長期国内研究の成果である〕
